
歳入 61億6,322万円歳出 58億858万円
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別
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計
と
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業
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計
を
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わ
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た
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円
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こ
ち
ら
に
つ
い
て
も
、
健
全
な
経
営
が
行

わ
れ
ま
し
た
。

平
成
30
年
度
　開
成
町
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算
を
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し
ま
す

　平
成
30
年
度
の
決
算
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
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　町
民
の
皆
さ
ん
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た

税
金
や
国
・
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
、
ど

の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
ご
紹
介
し
ま
す
。
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用語の解説
歳入▶

地方交付税…全ての市町村で一定水準のサービスが受け
られるように国が交付するお金

国・県支出金…特定事業のために国や県から交付されるお金

地方消費税交付金…消費税８％のうち1.7％の中から、町の
人口や事業所従業員数などを基に分配されるお金

歳出▶

人件費…町長や町職員の給料、町議会議員や委員会委員
の報酬

物件費…消耗品の購入費、通信費や公共施設の管理費な
どの経費

維持補修費…施設等の維持管理上必要な経費　

扶助費…高齢者や乳幼児等の医療費助成、児童手当の給
付など社会保障に必要な経費　

補助費等…足柄西部清掃組合や小田原市などへの負担金、
各種団体への補助金　

公債費…町債（町の借金）と一時借入金の元本と利子の返
済金　

普通建設事業費…道路や公園、学校、町営住宅などの公共
施設を建設する経費

指標の説明▶

実質赤字比率…市町村の一般会計等の赤字の程度を指標
化し、財政運営の深刻度を示す比率　

連結実質赤字比率…全ての会計の赤字・黒字を合算し、市
町村全体としての赤字の程度を示す比率　

実質公債費比率…市町村の借入金の返済分等の大きさを
指標化し、財政負担を見るための比率　

将来負担比率…市町村の借入金や将来支払いが見込まれ
る負債分を指標化し、将来の負担を示す比率　

早期健全化基準…財政状況が悪化し、自主的かつ計画的
に改善を図る必要があるとされる基準　

財政再生基準…財政状況が著しく悪化し、自主的な改善が
困難であるとされ、国の監視下に置かれる基準

経営健全化基準…公営企業の経営状況の悪化により、自
主的かつ計画的に改善を図る必要があるとされる基準　

臨時財政対策債…本来は地方交付税により収入するべき
お金で、国の財源不足により町が金融機関等から借り入れ
ているお金

会計名 歳入決算額 歳出決算額

17億5,873万円 17億1,313万円

5億7,025万円 4億9,746万円

11億3,235万円 10億6,214万円

8,754万円 8,690万円

2億599万円 1億9,601万円

国民健康保険特別会計

下水道事業特別会計

介護保険事業特別会計

給食事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

水道事業会計 3億2,237万円 4億5,105万円

合計 40億7,723万円 40億669万円

▼特別会計・企業会計決算

▼財政健全化判断比率

指標 開成町の比率 経営健全化
基準

開成町下水道事業特別会計 ―
20.0

開成町水道事業会計 ―

▼▼資金不足比率

※資金不足などがない場合は「－」で表示

※表示単位未満で四捨五入しているため合計と一致していない場合があります。

指標 開成町の比率 早期健全化
基準

財政再生
基準

― 15.0 20.0
― 20.0 40.0
6.2 25.0 35.0

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率 350.0 ―28.4

人件費
9億5,782万円
16.5%

物件費
9億5,863万円
16.5%

扶助費
11億5,023万円
19.8%

補助費
6億7,367万円
11.6％

公債費
4億4,698万円

町税
30億7,821万円
50.0％

繰越金
3億1,565万円
5.1%

町債
3億4,060万円
5.5%

国庫支出金
5億8,058万円
9.4%

分担金及び負担金等
6億7,203万円
10.9％

寄附金
2億7,246万円
4.4％

地方交付税
１億2,004万円
2.0％

県支出金
3億7,478万円
6.1％

その他
1億607万円
1.7％

維持補修費
1,025万円
0.2％

積立金
3億1,502万円
5.4％

繰出金
6億920万円
10.5％

普通建設事業費
6億8,017万円
11.7％投資及び出資金、貸付金

660万千円
0.1％

地方消費税交付金
3億281万円
4.9％

▼一般会 計決算

７.７％

▼町債（各年度末残高）
24億600万円

29億4,500万円
23億2,100万円

10億6,300万円

23億2,800万円
30億8,100万円

24億6,600万円
10億7,000万円

24億1,700万円
30億6,000万円

26億2,300万円
10億9,000万円

0 10億 20億 30億 40億

平成２８
年度

平成２９
年度

平成３０
年度

一般会計債 臨時財政対策債 下水道事業債 水道事業債


